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株 主 の 皆 様 へ
株主の皆様には、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、ここに第103期（2018年５月１日から2019年４月30日まで）

事業年度の期末報告書をお届けするにあたり、事業の概況及び会社

の概況のご報告を申し上げます。

当事業年度におけるわが国経済は、海外輸出や生産の一部に弱さ

が見られたものの、企業収益や雇用・所得環境の改善が継続するな

ど、個人消費は持ち直し、景気は緩やかな回復傾向が続いてまいり

ました。

当社建材事業の主要マーケットである住宅市場においても、住宅

ローン金利が継続して低水準で推移したことなどから、新設住宅着

工戸数が95万2千戸と対前年度比0.7％の増加となりました。

このような経済・経営環境の中、当社は2018年度グッドデザイン

賞を受賞した「木造建築最高レベルの高性能遮音床」を新商品とし

て投入し、また工場では生産性革新活動（KIP）による生産性改善な

どのコストダウン活動に努めました。

この結果、売上高につきましては、化成品事業において、国内を

中心に好調に推移し、建材事業においても、非住宅分野が増収とな

り、全体としては22,201百万円と対前期比596百万円（2.8％）の増収

となりました。

損益面では、原材料価格やエネルギーコストの上昇に対して、収

益性を重視した施策強化や生産性改善によるコスト削減に努めた結

果、営業利益は948百万円と対前期比172百万円（22.2％）の増益、経

常利益は918百万円と同217百万円（31.1％）の増益、当期純利益は

661百万円と同192百万円（41.2％）の増益となりました。

次期のわが国経済は、企業収益及び雇用・所得環境の改善が続

き、緩やかな回復が予想されます。一方で米国と中国の貿易摩擦、
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英国のEU離脱等世界経済の動向、及び原材料コストの上昇や人手

不足による各種コストの高騰が景気の下押し要因になるなど、予断

を許さない状況が続くものと考えられます。

当社建材事業の主要マーケットである住宅市場においては、人口

減少による新設住宅着工戸数の減少が緩やかに続くと思われます。

このような経済・経営環境の中、当社は、建材事業の住宅分野は

軒天ボード等の高級化路線の推進や、採算性の向上に努め、非住宅

分野では、好調な都市型ビル需要の取り込みに注力いたします。ま

た化成品事業につきましては、海外事業の営業展開や機能性新製品

の新規市場への投入などの積極化を推進します。更にコスト面では、

製造部門での原価低減・生産性の向上により合理化を進めます。

以上の結果、次期の業績につきましては、売上高は22,700百万円

と対当期比498百万円（2.2％）の増収、営業利益は1,060百万円と同

111百万円（11.8％）の増益、経常利益は1,000百万円と同81百万円

（8.9％）の増益、当期純利益は700百万円と同38百万円（5.9％）の増益

を見込んでおります。

株主の皆様におかれましては、今後とも、なお一層のご支援、ご

鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2019年７月

代表取締役社長　池 田　和 夫
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各事業の概況は、概ね次のとおりであります。
〔 建 材 事 業 〕

建材事業におきましては、非住宅分野の都市型高層ビル向け耐
火パネルの拡販を中心に、売上高は15,056百万円と対前期比198百
万円（1.3％）の増収となり、またセグメント利益（営業利益）も原材
料価格やエネルギーコストの上昇があったものの、高付加価値商品
である高級軒天ボード・耐火パネルの増収効果や採算性の向上など
に注力した結果、528百万円と同331百万円（167.7％）の大幅な増益
となりました。

〔化成品事業〕
化成品事業におきましては、売上高は、国内を中心に酸化マグ

ネシウム製品が好調に推移し、売上高は7,144百万円と対前期比398
百万円（5.9％）の増収となりましたが、セグメント利益（営業利益）
は、原材料価格やエネルギーコストの上昇に対して、増収に伴う増
益や一部製品の販売価格への転嫁を実施しましたが、吸収するまで
には至らず、942百万円と同257百万円（21.5％）の減益となりました。

事業別売上高

事　　業
第102期 第103期（当事業年度）

売　上　高 構成比 売　上　高 構成比

建　材 14,858
百万円

68.8
％

15,056
百万円

67.8
％

化成品  6,746 31.2 7,144 32.2

計 21,604 100.0 22,201 100.0

事業の概況
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会社の業績の推移

区　分 第100期
2015年度

第101期
2016年度

第102期
2017年度

第103期（当事業年度）

2018年度
売 上 高

百万円 百万円 百万円 百万円

21,819 22,629 21,604 22,201

経 常 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

710 1,348 700 918

当期純利益
百万円 百万円 百万円 百万円

624 1,051 468 661
１株当たり 
当期純利益 68円18銭 114円84銭 51円18銭 72円25銭

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

18,936 19,217 19,393 19,611

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

5,515 6,446 6,757 7,159
（注）・第100期は、売上高増加や製造コスト削減等により、増収増益となりました。

・第101期は、売上高増加や製造コスト削減等により、増収増益となりました。
・第102期は、売上高減少や製造コスト増加等により、減収減益となりました。
・第103期（当事業年度）は、前記「株主の皆様へ」及び「事業の概況」に記載のと

おりであります。
・１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。
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（2019年４月30日現在）
発行可能株式の総数 36,000,000株
発行済株式の総数 9,240,000株
株主数 4,599名

所有者別分布

大　株　主

株　主　数 株　式　数 株　数　比

個 人 そ の 他
名 千株 ％

4,450 5,035 54.49

政府・地方公共団体 0 0 0.00

金 融 機 関 17 1,523 16.48

そ の 他 法 人 61 1,985 21.49

外 国 人 36 511 5.53

証 券 会 社 34 98 1.06
（注） 自己株式は除いております。

（注） 持株比率は自己株式（86,361株）を控除して計算しております。

株　主　名 持　株　数 持 株 比 率

神 島 化 学 従 業 員 持 株 会
千株 ％

1,134 12.39

DOWAホールディングス株式会社 843 9.21

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 444 4.85

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 383 4.19

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信託銀行株式会社（信託口） 367 4.02

日 鉄 鉱 業 株 式 会 社 275 3.00

BBH/SUMITOMO MITSUI 
TRUST （UK） LIMITED FOR 
SMT TRUSTEES （IRELAND） 
L I M I T E D  F O R  J A P A N 
SMALL CAP FUND CLT AC

235 2.57

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 218 2.38

冨 田 眞 平 206 2.25

四 国 倉 庫 株 式 会 社 161 1.76

株式の状況
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（2019年４月30日現在）
（単位：百万円）

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

負 債 の 部 12,452
流 動 負 債 8,285

支 払 手 形 194
電子記録債務 1,492
買 掛 金 1,784
短 期 借 入 金 1,300
1年内返済予定の長期借入金 1,656
リ ー ス 債 務 55
未 払 金 598
未 払 費 用 250
未払法人税等 139
未払消費税等 98
前 受 金 1
預 り 金 166
賞 与 引 当 金 305
製品保証引当金 112
設備関係支払手形 14
設備関係電子記録債務 115

固 定 負 債 4,166
長 期 借 入 金 2,106
リ ー ス 債 務 150
長 期 未 払 金 145
退職給付引当金 1,763

純 資 産 の 部 7,159
株 主 資 本 7,089
資 本 金 1,320
資 本 剰 余 金 1,079

資 本 準 備 金 1,078
その他資本剰余金 1

利 益 剰 余 金 4,720
利 益 準 備 金 133
その他利益剰余金 4,586

別 途 積 立 金 1,300
繰越利益剰余金 3,286

自 己 株 式 △30
評価・換算差額等 43

その他有価証券評価差額金 43
新 株 予 約 権 27

資 産 合 計 19,611 負債純資産合計 19,611

資 産 の 部 19,611
流 動 資 産 9,909

現金及び預金 1,277
受 取 手 形 631
電子記録債権 951
売 掛 金 3,156
商品及び製品 2,206
仕 掛 品 606
原材料及び貯蔵品 923
前 払 費 用 92
未 収 入 金 48
そ の 他 14
貸 倒 引 当 金 △1

固 定 資 産 9,702
有 形 固 定 資 産 8,460

建 物 3,240
構 築 物 210
機械及び装置 3,160
車 両 運 搬 具 10
工具、器具及び備品 167
土 地 1,381
リ ー ス 資 産 242
建 設 仮 勘 定 49

無 形 固 定 資 産 41
ソフトウエア 37
電 話 加 入 権 3

投資その他の資産 1,200
投資有価証券 418
出 資 金 1
破産更生債権等 0
長期前払費用 21
繰延税金資産 706
そ の 他 52
貸 倒 引 当 金 △0

貸借対照表
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（2018年５月１日から2019年４月30日まで）
（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額
売 上 高 22,201
売 上 原 価 16,261

売 上 総 利 益 5,939
販売費及び一般管理費 4,991

営 業 利 益 948
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 12
受 取 保 険 金 30
破 損 損 害 金 9
物 品 売 却 益 4
雑 収 入 14 71

営 業 外 費 用
支 払 利 息 61
売 上 割 引 28
雑 支 出 11 102

経 常 利 益 918
特 別 利 益

投資有価証券売却益 21 21
特 別 損 失

投資有価証券評価損 37
固 定 資 産 除 却 損 33 70

税 引 前 当 期 純 利 益 869
法人税、住民税及び事業税 194
法 人 税 等 調 整 額 13 207
当 期 純 利 益 661

損益計算書

010_0198701301907.indd   7 2019/06/26   11:54:15



8

（2018年５月１日から2019年４月30日まで）
（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利　益　剰　余　金

自己株式 株主資本 
合 計資 本 

準備金

その他
資 本 
剰余金

資 本 
剰余金
合 計

利 益 
準備金

その他利益剰余金 利 益 
剰余金
合 計

別 途 
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,320 1,078 ― 1,078 133 1,300 2,808 4,242 △31 6,608

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △183 △183 △183

当 期 純 利 益 661 661 661

自己株式の取得 △0 △0

新株予約権の行使 1 1 0 2

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1 1 ― ― 478 478 0 480

当 期 末 残 高 1,320 1,078 1 1,079 133 1,300 3,286 4,720 △30 7,089

評価・換算差額等
新 株
予約権

純資産
合 計

その他有 
価証券評 
価差額金

評価・換 
算差額等 
合 計

当 期 首 残 高 135 135 13 6,757

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △183

当 期 純 利 益 661

自己株式の取得 △0

新株予約権の行使 2

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

△91 △91 13 △78

当期変動額合計 △91 △91 13 402

当 期 末 残 高 43 43 27 7,159

株主資本等変動計算書
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの… 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
⑵たな卸資産の評価基準及び評価方法…………移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
２．固定資産の減価償却の方法

⑴有形固定資産（リース資産を除く）
①2007年３月31日以前に取得したもの
　旧定額法
②2007年４月１日以後に取得したもの
　定額法

⑵無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

⑶リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

⑵賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。
⑶製品保証引当金

製品の保証に対する費用の支出に充てるため、過去の実績率に基づく発生見込額
を計上しております。

⑷退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、発生年度に一括処理しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による按分額を費用処理しております。

４．ヘッジ会計の方法
⑴ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については特例処理を、振当

処理の要件を満たす通貨スワップ取引及び為替予約取引については振当処理を採用
しております。

⑵ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段…金利スワップ取引
　ヘッジ対象…借入金の支払利息

個別注記表
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②ヘッジ手段…通貨スワップ取引
　ヘッジ対象…外貨建借入金
③ヘッジ手段…為替予約取引
　ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

⑶ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価
当社のリスク管理規程に基づき、金利スワップ取引は、金利変動リスクをヘッジ

するために、通貨スワップ取引及び為替予約取引は、為替相場の変動リスクをヘッ
ジするために、ヘッジ取引を実施しております。

なお、ヘッジ対象との相関性をみて有効性を評価しております。また、特例処理
の要件を満たす金利スワップ取引については特例処理を、振当処理の要件を満たす
通貨スワップ取引及び為替予約取引については振当処理を採用しているため、有効
性評価を省略しております。

５．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

［表示方法の変更］
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）
を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
しております。

［貸借対照表に関する注記］
１．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳累計額

有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりで
あります。
 圧縮記帳累計額

建物 28百万円
構築物 0百万円
機械及び装置 426百万円
工具、器具及び備品 　　156百万円
　計 　　611百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額  26,287百万円
３．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴担保に供している資産
建物 3,040百万円
構築物 194百万円
機械及び装置 1,964百万円
工具、器具及び備品 22百万円
土地 　　1,323百万円
　計 　　6,546百万円

⑵担保に係る債務
短期借入金 750百万円
１年内返済予定の長期借入金 1,086百万円
長期借入金 　　1,668百万円
　計 　　3,504百万円

４．期末日満期手形及び電子記録債権債務は、手形交換日及び振込日をもって決済処理し
ております。
したがって、当事業年度末は金融機関休業日のため、下記の期末日満期手形等が期末
残高に含まれております。

受取手形 43百万円
電子記録債権 10百万円
支払手形 44百万円
電子記録債務 366百万円
設備関係電子記録債務 32百万円
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［損益計算書に関する注記］
１．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおり

であります。
売上原価 △25百万円

２．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費 723百万円
３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 25百万円
機械及び装置 6百万円
構築物 1百万円
工具、器具及び備品 0百万円

［株主資本等変動計算書に関する注記］
１．発行済株式の総数に関する事項

普通株式 9,240,000株
２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 87,485 176 1,300 86,361

（変動事由の概要）
増加及び減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 176株
ストック・オプションの行使による減少 1,300株

３．配当に関する事項
⑴配当金の支払額

決議 株式の
種類

配当金
の総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力
発生日

2018年
７月20日
定時株主総会

普通株式 91 10 2018年
４月30日

2018年
７月23日

2018年
12月12日
取締役会

普通株式 91 10 2018年
10月31日

2019年
１月15日

⑵ 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の
種類

配当金
の総額

（百万円）
配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力
発生日

2019年
７月19日
定時株主総会

普通株式 91 利益
剰余金 10 2019年

４月30日
2019年
７月22日

⑶ 当事業年度末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の総数
　　第１回新株予約権　普通株式 8,400株
　　第２回新株予約権　普通株式 23,900株
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［税効果会計に関する注記］
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 539百万円
賞与引当金 93百万円
製品保証引当金 34百万円
投資有価証券評価損 3百万円
たな卸資産評価損 129百万円
その他 　　86百万円
繰延税金資産　小計 886百万円
評価性引当額 　△163百万円
繰延税金資産　合計 　 723百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 　△16百万円
繰延税金負債　合計 　△16百万円

差引
繰延税金資産の純額 　 706百万円

［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項

⑴金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。また、デリバティブ取引は、後述するリス
クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒

されております。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ご
との期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期的に
各部門各営業所へ報告され、個別に把握及び対応を行う体制としております。ま
た、外貨建営業債権は、為替変動リスクに晒されておりますが、為替変動リスク
を回避するため、デリバティブ取引（為替予約取引）をヘッジ手段として利用し
ております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主
に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っておりま
す。

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は１年以内の支払期日であ
ります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係わる資金調達であり、長期借入
金（原則として５年以内）及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、
主に設備投資に係わる資金調達であります。借入金のうち、一部については、金
利変動リスク及び為替変動リスクを回避するためにデリバティブ取引（金利スワ
ップ取引及び通貨スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引の執行・管理については「常務会付議」に基づきリスク管理
規程に従って総務部で行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信
用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効
性の評価方法等については、前述の「重要な会計方針に係る事項に関する注記」
に記載されている「ヘッジ会計の方法」を参照ください。

また、営業債務、借入金、リース債務は、流動リスクに晒されておりますが、
当社では、資金繰り計画を作成する等の方法により管理しております。

⑶金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

については、その金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスクを示すもので
はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2019年４月30日（当事業年度末日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と
認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時価 差額

資産

⑴現金及び預金 1,277 1,277 ―

⑵受取手形 631 631 ―

⑶電子記録債権 951 951 ―

⑷売掛金 3,156 3,156 ―

⑸投資有価証券

　その他有価証券 414 414 ―

資産計 6,432 6,432 ―

負債

⑴支払手形 194 194 ―

⑵電子記録債務 1,492 1,492 ―

⑶買掛金 1,784 1,784 ―

⑷短期借入金 1,300 1,300 ―

⑸リース債務 206 206 ―

⑹未払金 598 598 ―

⑺設備関係支払手形 14 14 ―

⑻設備関係電子記録債務 115 115 ―

⑼ 長期借入金 
（１年内返済予定を含む） 3,762 3,768 5

負債計 9,469 9,474 5

デリバティブ取引 ― ― ―

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴現金及び預金、⑵受取手形、⑶電子記録債権、並びに⑷売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑸投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債
⑴支払手形、⑵電子記録債務、⑶買掛金、⑷短期借入金、⑹未払金、⑺設備関係
支払手形、並びに⑻設備関係電子記録債務

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑸リース債務
　リース債務の時価については、支払利子込み法により算定していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
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⑼長期借入金（１年内返済予定を含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利に
よる長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記「デリバ
ティブ取引」注記参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の
合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で
割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているものは金利スワップの特例処理により、ヘッジ
対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価
は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑼参照）。

（注）２．非上場株式（貸借対照表計上額３百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ
ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極め
て困難と認められるため「⑸投資有価証券　その他有価証券」には含めてお
りません。

（注）３．長期未払金（貸借対照表計上額145百万円）は、各役員の退職時期が特定さ
れておらず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記表に
は含めておりません。

［１株当たり情報に関する注記］
１．１株当たり純資産額 779円19銭
２．１株当たり当期純利益 72円25銭

［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。
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（2019年７月19日現在）

社 名 神島化学工業株式会社
設 立 1946年３月２日
資 本 金 1,320,000,000円
事 業 所

本 社 〒550－0011
大阪市西区阿波座1丁目3－15（JEI西本町ビル6F）
TEL.06－6110－1133（代）

詫 間 工 場 〒769－1103
香川県三豊市詫間町香田80番地
TEL.0875－83－3155（代）

石 岡 工 場 〒315－0002
茨城県石岡市柏原6番地2（柏原工業団地）
TEL.0299－24－3071（代）

▪化 成 品 営 業 部

東京営業グループ 〒101－0041
東京都千代田区神田須田町2丁目5－2（須田町佐志田ビル2F）
TEL.03－5296－3792

大阪営業グループ 〒550－0011
大阪市西区阿波座1丁目3－15（JEI西本町ビル1F）
TEL.06－6110－1132

▪建 材 営 業 部

首 都 圏 営 業 
第 一 グ ル ー プ

〒101－0041
東京都千代田区神田須田町2丁目5－2（須田町佐志田ビル2F）
TEL.03－5296－3791

首 都 圏 営 業 
第 二 グ ル ー プ

〒101－0041
東京都千代田区神田須田町2丁目5－2（須田町佐志田ビル2F）
TEL.03－5296－3791

首 都 圏 営 業
第 三 グ ル ー プ

〒101－0041
東京都千代田区神田須田町2丁目5－2（須田町佐志田ビル2F）
TEL.03－5296－3793

ビ ル 建 材 営 業
グ ル ー プ

〒101－0041
東京都千代田区神田須田町2丁目5－2（須田町佐志田ビル2F）
TEL.03－5296－3793

東 北 営 業 所 〒984－0042
仙台市若林区大和町5丁目6－26（JSビル3－D）
TEL.022－380－7774

東 海 営 業 所 〒461－0005
愛知県名古屋市東区東桜2丁目6－11（LUXESビル5F）
TEL.052－856－2744

会社の概況
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関 西 営 業
第 一 グ ル ー プ

〒550－0011
大阪市西区阿波座1丁目3－15（JEI西本町ビル1F）
TEL.06－6110－1126

関 西 営 業
第 二 グ ル ー プ

〒550－0011
大阪市西区阿波座1丁目3－15（JEI西本町ビル1F）
TEL.06－6110－1124

中 国 営 業 所 〒731－0123
広島市安佐南区古市3丁目5－5（広島畳材安古市ビル1F）
TEL.082－535－5101

四 国 営 業 所 〒769－1103
香川県三豊市詫間町香田80番地
TEL.0875－83－3503

九 州 営 業 所 〒812－0041
福岡市博多区吉塚4丁目13－13（ファーストビル1号室）
TEL.092－626－9770

建 材 営 業 事 務
グ ル ー プ

〒550－0011
大阪市西区阿波座1丁目3－15（JEI西本町ビル1F）
TEL.06－6110－1126

▪業 務 グ ル ー プ 〒550－0011
大阪市西区阿波座1丁目3－15（JEI西本町ビル6F）
TEL.06－6110－1133

従 業 員 数 616名※

主な営業品目
建　材…… 住宅及び非住宅・ビル用不燃建材 

住宅及び非住宅用窯業サイディング、軒天、破風板、内
装化粧板、ビル用内装材、耐火パネル等

化成品…… 酸化マグネシウム、難燃水酸化マグネシウム、炭酸マグ
ネシウム、セラミックス製品等

※従業員数は、2019年４月30日現在のものです。
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（2019年７月19日現在）

代表取締役社長 池　田　和　夫

常 務 取 締 役 布　川　　　明

取 締 役 小田島　晴　夫

取 締 役 松　本　靖　弘

取 締 役 北　野　幸　治

取 締 役 小　林　哲　也

取 締 役 今　岡　重　貴

取 締 役 安　東　哲　郎

常 勤 監 査 役 大　西　順　司

監 査 役 松　下　克　治

監 査 役 伊豫田　敏　也

（注）１．取締役 今岡重貴、安東哲郎の両氏は、社外取締役であります。
　　２．監査役 松下克治、伊豫田敏也の両氏は、社外監査役であります。

役　員
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株主メモ
事 業 年 度 毎年５月１日から翌年４月30日まで

剰 余 金 の
配 当 基 準 日

期末配当　　４月30日
中間配当　　10月31日

定 時 株 主 総 会 の
基 準 日

４月30日
その他必要あるときは、予め基準日公告を
いたします。

定 時 株 主 総 会 ７月
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社
公 告 方 法 電子公告

（http://www.konoshima.co.jp/koukoku/）
ただし、事故その他やむを得ない事由によ
って電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行い
ます。

郵送物送付先・電話お問い合わせ先

証券会社等に口座をお持ちの場合 証券会社等に口座をお持ちでない場合
（特別口座の場合）

郵送物送付先

お取引の証券会社等に
なります。

〒168-8507 東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行　証券代行部

電話お問い合わせ先 フリーダイヤル 0120-288-324
（土・日・祝日を除く 9:00～17:00）

各種手続お取扱店
（住所変更、株主配当金
受取り方法の変更等）

みずほ証券
本店および全国各支店
プラネットブース（みずほ銀
行内の店舗）でもお取り扱い
いたします｡

みずほ信託銀行
本店および全国各支店
＊トラストラウンジではお取り扱い

できませんのでご了承ください｡

未払配当金のお支払
みずほ信託銀行＊およびみずほ銀行の本店および全国各支店

（みずほ証券では取次のみとなります）
＊トラストラウンジではお取り扱いできませんのでご了承ください｡

ご注意

支払明細発行については、
右の「特別口座の場合」の
郵送物送付先・電話お問い
合わせ先・各種手続お取扱
店をご利用ください。

特別口座では、単元未満株式の買取以
外の株式売買はできません。証券会社
等に口座を開設し、株式の振替手続を
行っていただく必要があります。
株券電子化前に名義書換を失念してお
手元に他人名義の株券がある場合は至
急ご連絡ください。

Konoshima Chemical Co.,Ltd. 

期 末 報 告 書
2018年₅月₁日から
2019年₄月30日まで

神島化学工業株式会社
http://www.konoshima.co.jp/
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